
-1-



-2-



-3-



-4-



（５）(株)CF ホーム／(株)ハルタ建築設計事務所 

CLT パネル工法に対してロックウール断熱材を用いる新しい取り組みだったが、本事業で

施工方法を確立することができた。また、温熱環境の実測データを採取することができ、今

後も継続的に観測することができるため、CLT の外断熱工法による実測データを得られるこ

とが示せた。 

 

（６）前川建設(株) 

様々な工法での建築経験のある建築主が CLT パネル工法のモデル型建築を地域に開かれ

た店舗として建築することで、地域における CLT パネル工法の建築を周知するとともに、

木造建築に精通し著名な伊礼智氏の設計監修による CLT 建築の美しさや居心地の良さを体

感できる施設として、多くの訪問者が期待できる施設の建築を実施することができた。そう

した建築における CLT の意匠的メリットを考察した設計手法や施工管理、断熱性、気密

性、コスト縮減 に関するレポートをまとめ、同様の用途や事務所建築をはじめとする様々

な建築の参考となることを示せた。 

 

（７）ライフデザイン・カバヤ(株) 

CLT 中層化 project として、最大 12m の無中空間を可能とするウィングスラブ及び防耐火

対策に取り組み、6 層以下の CLT らしいビル設計を実現可能であることが示せた。被覆厚を

低減できること、及び 3 階建て以下で採用している 120 ㎜厚 5 層 5 プライの CLT(ラミナ厚

24 ㎜)まで認定範囲に含めることができたことで耐火建築のコストダウンに結びつくことが

示せた。ウィングスラブの施工コストは他工法と比較してまだまだ高いが、圧倒的な工期短

縮、DfMA の効果が期待できることが示せた。 

 

（８）銘建工業(株) 

本事業により、CLT パネルは移設、リサイクルに対応が簡単にできることが示せた。有事

の際に短期間で設置できるスキームがないことで、木造の応急仮設住宅は現段階では一般化

していない。高知県で行われたシンポジウムに展示した応急仮設住宅から小さな週末農業小

屋への転用設計実証としたが、有事の際に短期間で既に建てたこのような農業小屋・セカン

ドハウスに対し、各地に点在させておけば、簡単に移設が可能で、快適な仮設住宅が供給可

能であることが示せた。 

 

（９）社会福祉法人 光志福祉会／島田治男建築設計事務所 

 木造の準耐火構造としている本物件では主要構造部を石膏ボードで被覆することで準耐火

性能を確保しているが、デイサービスの生活部分は燃え代設計を行うことで構造の柱や梁、

CLT をそのまま現し、自宅で過ごすように温かみがありくつろげる福祉環境を創造した。振

れ止め以外の金属部（接合金物等）も準耐火性能を損なわないものとして、考え方や手法を

示すことが出来た。 
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（10）合同会社 TKG／（株）響建設 

当初計画していた 4 階建 CLT 集合住宅は、BIM によるワークフローや、耐火構造、防音対

策の検証など取り組んできたが、想定以上の金額となり、計画変更となった。しかし得られ

たデータを活かしながら、当初からテーマにしていた標準化プランに取り組み、3.6m モジ

ュールプランを考案した。標準化されたプランは、CLT が持つ耐震性・居住性の高さに加

え、低コスト化が可能であることを示すことが出来た。 

 

（11）昭和飛行機都市開発(株)／(株)フェニックスホーム一級建築士事務所 

 CLT をログ材として使用する丸太組構法は、セトリングによる壁高さが変化することのな

いノンセトリング構造とすることで、従来の丸太組構法におけるセトリング納まりの施工の

煩雑さを解消することにより、工期の短縮、施工コストの削減を行った。ノンセトリング構

造は、セトリングをしないことからメンテナンス手間を軽減し、建設後の維持管理費用を抑

えることが可能であることが示せた。 

 

（12）(株)加藤工機／(株)SALHAUS 

CLT 折板構造を屋根に採用することで、材積を抑えながらフレキシブルで居住性の高い執

務空間を得る方法を確立することができた。地方都市の民間企業営業所の計画において、一

般的な鉄骨+ALC 造と同等以下のコストで効果的な CLT の使用方法確立することが出来た。

建方開始から 13 日で屋根面の防水が完了し工程上の合理性が示された。街並みに対して開

放的な構えの建築の天井に使用することで、CLT 使用のアピールと景観形成への参加を示す

ことが出来た。 

 

（13）(株)エンゼルフォレストリゾート 

 本事業で得られた工法の検討ならびに施工データは、今後の一般住宅等の建設において

CLT を利用する際の事業計画（費用・スケジュール）の算定根拠になり、一般住宅等の施工

時における在来工法との接合方法・楊重計画・仮設計画における指標を示すことが出来た。 

 

（14）大和興業(株)／(有)阪根宏彦 計画設計事務所 

 本事業で得られた超短工期のデータは小規模から大規模建築の建方の工程、工事想定に活

用することが示せた。CLT+鉄骨ハイブリッドパネル構法の施工の合理化をさらに工夫し、総

合的なコスト縮減を進め、外装のユニット化も工夫を要する。CLT+鉄骨躯体の精度の差に対

し、外装はそれを包含吸収する技術が必要である。小規模から大規模建築まで、地域施工者

の普遍的な技術で、今後も CLT+鉄骨ハイブリッド構法は展開可能であることを示すことが

出来た。 

 

事業の実施に当たっては、別途規定した「CLT建築実証支援事業のうちCLT建築実証事業 

助成金交付規程」「CLTを活用した先駆的な建築物の建設等支援事業 実施手続き」に沿っ

て行った。各実証事業は助成金交付申請書の承認日から実施し、令和５年２月20日までに終
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了した。 

実施事業の成果は下記の成果報告会において報告した。今年度は提案事業が多いことか

ら、2日間の開催とした。成果報告会では、「CLT建築物事例集2022」を配布するとともに、

学識関係者と今年度の実施者を交えたパネルディスカッションを開催し、本事業の成果の普

及に努めた。 

成果報告会タイトル：－低コストで普及性の高い CLT 建築を目指して－ 

開催日 ：令和 5 年 3 月 6 日（月） 13:00～16:20 

令和 5 年 3 月 7 日（火） 13:00～16:10 

会  場：木材会館（東京都江東区新木場 1-18-8） 

報告形式：会場参加＋WEB を用いたオンライン報告会 

定  員：50 名（対面）+1000 名（WEB）（※各日） 

主催者挨拶（公益財団法人日本住宅・木材技術センター理事長 古久保英嗣）

来賓挨拶(林野庁林政部木材産業課木材製品技術室長 土居隆行氏) 
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